
雇
用
保
険
制
度
を
め
ぐ
っ
て
は
、
９
月
以
降
、
労

働
政
策
審
議
会
に
お
い
て
、
政
府
の
「
骨
太
方
針
２

０
１
９
」
に
盛
り
込
ま
れ
た
雇
用
保
険
料
と
国
庫
負

担
の
時
限
的
な
引
き
下
げ
の
継
続
の
ほ
か
、
高
年
齢

雇
用
継
続
給
付
な
ど
の
制
度
に
つ
い
て
、
法
改
正
に

向
け
た
見
直
し
の
議
論
が
行
わ
れ
て
い
る
。

そ
こ
で
、
制
度
見
直
し
に
向
け
た
経
団
連
の
考
え

方
を
提
言
と
し
て
取
り
ま
と
め
た
。

健
全
な
財
政
運
営
と

構
造
改
革
へ
の
対
応

提
言
に
お
け
る
基
本
的
な
視
点
の
第
１
は
、
健
全

な
財
政
運
営
の
確
保
で
あ
る
。
一
定
水
準
の
積
立
金

残
高
を
保
有
し
、
国
庫
か
ら
一
定
額
繰
り
入
れ
る
こ

と
で
、
労
使
の
協
力
の
も
と
、
保
険
料
率
を
安
定
的

に
推
移
さ
せ
な
が
ら
、
中
期
的
に
健
全
な
雇
用
保
険

財
政
を
確
保
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

第
２
に
構
造
改
革
へ
の
適
切
な
対
応
で
あ
る
。
雇

用
保
険
が
、
多
様
な
人
材
の
活
躍
推
進
、
働
き
手
の

職
業
能
力
の
向
上
、
労
働
市
場
の
機
能
強
化
と
い
っ

た
雇
用
政
策
と
と
も
に
、
多
様
で
柔
軟
な
働
き
方
、

労
働
市
場
の
流
動
性
の
高
ま
り
な
ど
の
雇
用
・
労
働

分
野
の
構
造
改
革
を
後
押
し
で
き
る
よ
う
、
必
要
な

制
度
見
直
し
を
行
う
べ
き
で
あ
る
。

保
険
料
の
急
激
な

引
き
上
げ
は
避
け
よ

失
業
等
給
付
に
か
か
る
雇
用
保
険
の
積
立
金
残
高

は
足
元
で
５
兆
円
弱
あ
る
〔
図
表
１
参
照
〕。
た
だ

し
、
２
０
２
０
年
度
以
降
も
保
険
料
率
と
国
庫
負
担

の
時
限
的
引
き
下
げ
を
継
続
し
た
場
合
、
さ
ら
に
減

少
す
る
こ
と
は
確
実
で
あ
る
。
保
険
料
は
、
時
限
措

置
の
終
了
後
、
積
立
金
の
水
準
次
第
で
、
急
激
な
引

き
上
げ
を
迫
ら
れ
る
リ
ス
ク
が
あ
る
。

し
た
が
っ
て
、
２
０
２
０
年
度
以
降
の
保
険
料
率

と
国
庫
負
担
の
時
限
的
引
き
下
げ
は
、
最
長
で
も
２

年
間
限
り
と
す
る
方
向
で
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。
雇

用
保
険
へ
の
国
庫
負
担
の
繰
り
入
れ
は
、
国
が
主
導

す
る
雇
用
政
策
の
責
任
を
明
確
化
す
る
も
の
で
あ
り
、

国
の
責
任
は
国
家
財
政
の
状
況
や
雇
用
保
険
の
積
立

金
の
多
寡
で
変
わ
る
も
の
で
は
な
い
。
国
庫
負
担
の

水
準
は
、
時
限
措
置
の
終
了
後
、
速
や
か
に
、
少
な

く
と
も
従
来
の
暫
定
引
き
下
げ
措
置（
本
則
の
額
の

５５
％
）ま
で
戻
す
べ
き
で
あ
る
。
ま
た
、
保
険
料
に

提

言
雇
用
保
険
制
度

見
直
し
に
関
す
る
提
言

おかもと つよし

岡本 毅

副会長
雇用政策委員長
東京ガス相談役

―
―

健
全
な
財
政
運
営
の
確
保
と
構
造
改
革
の
推
進
を
求
め
る

たんのわ つとむ

淡輪 敏

雇用政策委員長
三井化学社長
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（年度）
（予算）
２０
１９

２０
１８

（予算）

５７,５４５

２０
１７

２０
１６

２０
１５

２０
１４

過去最高
６４,２６０

２０
１３

２０
１２

２０
１１

２０
１０

２０
０９

２０
０８

２０
０７

２０
０６

２０
０５

２０
０４

２０
０３

過去最低
４,０６４

２０
０２

２０
０１

２０
００

１９
９９

１９
９８

１９
９７

１９
９６

１９
９５

１９
９４

１９
９３

（億円）
７０,０００

６０,０００

５０,０００

４０,０００

３０,０００

２０,０００

１０,０００

０

（年度）
２０１９

６,６８５

２０１８

５,３１２

４,７７４

２０１７２０１６２０１５２０１４２０１３２０１２２０１１２０１０２００９２００８２００７２００６２００５２００４２００３２００２

５９７

２００１

（億円）
７,０００

６,０００

５,０００

４,０００

３,０００

２,０００

１,０００

０

つ
い
て
は
、
安
定
的
に
推
移
で
き
る
よ
う
、
雇
用
保

険
の
支
出
構
造
や
特
性
を
踏
ま
え
、
積
立
金
残
高
の

水
準
目
安
の
あ
り
方
を
見
直
す
方
向
で
検
討
す
べ
き

で
あ
る
。

全
額
事
業
主
負
担
で
運
営
さ
れ
る
雇
用
保
険
二
事

業
は
、
現
下
の
経
済
状
況
や
収
支
が
継
続
し
て
プ
ラ

ス
で
推
移
し
、
積
立
金
残
高
が
過
去
最
高
水
準
と
な

っ
て
い
る
状
況
を
踏
ま
え
、
法
改
正
を
行
い
、
保
険

料
率（
０
・
３
％
）を
引
き
下
げ
る
べ
き
で
あ
る
。

さ
ま
ざ
ま
な
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た

見
直
し
が
必
要

高
齢
者
雇
用
を
め
ぐ
っ
て
、
目
下
、
企
業
に
お
い

て
、
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
維
持
・
向
上
に
資
す
る
人

事
賃
金
制
度
の
構
築
が
課
題
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、

定
年
後
再
雇
用
者
に
関
し
て
、
同
一
労
働
同
一
賃
金

に
か
か
る
法
改
正
へ
の
対
応
も
要
請
さ
れ
て
い
る
。

こ
う
し
た
状
況
を
踏
ま
え
る
と
、
高
年
齢
雇
用
継

続
給
付
の
見
直
し
議
論
は
避
け
ら
れ
な
い
。
し
か
し
、

仮
に
見
直
し
を
行
う
と
し
て
も
、
受
給
者
へ
の
十
分

な
配
慮
と
と
も

に
、
企
業
に
お

け
る
人
事
賃
金

制
度
見
直
し
の

動
向
を
踏
ま
え
、

十
分
な
経
過
措

置
を
講
じ
る
べ

き
で
あ
る
。

７０
歳
ま
で
の

就
業
機
会
確
保

に
向
け
、
多
様

な
高
齢
者
の
就

労
ニ
ー
ズ
に
対

応
す
る
に
は
、

企
業
に
お
け
る

取
り
組
み
と
と

も
に
、
社
会
全

体
で
の
環
境
整

備
、
す
な
わ
ち

国
・
地
方
自
治
体
・
公
的
機
関
の
キ
ャ
リ
ア
支
援
サ

ー
ビ
ス
や
マ
ッ
チ
ン
グ
の
充
実
・
強
化
が
不
可
欠
で

あ
る
。
政
策
的
な
支
援
の
柱
の
１
つ
と
し
て
、
雇
用

保
険
二
事
業
の
効
果
的
な
活
用
を
期
待
し
て
い
る
。

育
児
休
業
給
付
に
つ
い
て
は
、
年
々
着
実
に
増
加

し
、
２
０
１
９
年
度
予
算
で
は
６
６
８
５
億
円
と
求

職
者
給
付
と
同
等
の
水
準
に
な
っ
て
い
る
が
、
さ
ら

に
制
度
拡
充
を
求
め
る
声
も
強
い
〔
図
表
２
参
照
〕。

こ
う
し
た
な
か
、
社
会
全
体
と
し
て
子
育
て
を
支

援
す
る
と
い
う
考
え
方
の
も
と
、
今
後
の
あ
り
方
に

つ
い
て
、
中
長
期
的
な
視
点
か
ら
、
雇
用
保
険
の
役

割
、
国
と
し
て
担
う
役
割
を
は
じ
め
制
度
枠
組
み
を

あ
ら
た
め
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

失
業
時
に
給
付
さ
れ
る
基
本
手
当
は
、
求
職
者
の

生
活
の
安
定
と
早
期
の
再
就
職
促
進
の
２
つ
の
目
的

に
沿
っ
た
適
切
な
制
度
設
計
が
求
め
ら
れ
る
。
今
後
、

離
転
職
す
る
働
き
手
が
増
え
る
見
込
み
だ
が
、
求
職

活
動
の
支
援
、
早
期
の
再
就
職
、
雇
用
の
流
動
化
を

促
す
仕
組
み
が
必
要
で
あ
る
。
例
え
ば
、
２
回
目
ま

で
の
基
本
手
当
に
限
り
、
自
己
都
合
退
職
時
の
給
付

制
限
期
間
を
離
職
後
３
カ
月
か
ら
１
カ
月
へ
短
縮
す

る
こ
と
を
提
案
し
て
い
る
。

提
言
で
は
こ
の
ほ
か
、
今
後
、
さ
ま
ざ
ま
な
雇
用

創
出
や
労
使
の
取
り
組
み
を
促
す
た
め
に
、
雇
用
保

険
の
財
源
や
制
度
を
活
用
す
る
際
、
雇
用
保
険
本
来

の
役
割
で
あ
る
雇
用
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
機
能

を
逸
脱
し
な
い
よ
う
に
努
め
る
こ
と
を
求
め
て
い
る
。

経
団
連
で
は
、
労
働
政
策
審
議
会
で
の
議
論
な
ど

を
通
じ
、
本
提
言
の
実
現
に
向
け
て
、
強
力
に
取
り

組
ん
で
い
く
。

図表１ 失業等給付積立金残高の推移

出所：厚生労働省公表資料

図表２ 育児休業給付費の推移

出所：厚生労働省「雇用事業年報」（２０１８年度は業務統計値、２０１９年度は予算値）
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